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平成２９年１月３０日 

四 国 電 力 株 式 会 社 

平成２８年度第３四半期 連結決算の概要 

１．電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年同期に比べ ０.８％増の １８８億５９百万kWhとなりました。 

このうち、電灯は、夏季の高気温による影響等から ２.７％の増となりました。電力は、業務

用電力が電灯と同様、気温影響等により １.１％の増となったものの、産業用の大口電力が生産

減の影響等により １.０％の減となったことなどから、０.２％の減となりました。 

また、融通等は、前年同期に比べ １４１.３％増の ３２億８８百万kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年同期に比べ １０.３％増の ２２１億４７百万 kWh となりま

した。 
 (単位：百万kWh、％)

 27年度第3四半期 

(27/4～27/12) 

（Ａ） 

28年度第3四半期 

(28/4～28/12) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電     灯 ６,０９４ ６,２５７ １６３ ２.７ 

電      力 

（うち業務用電力） 

（うち大 口 電 力） 

１２,６２２ 

（ ４,２９８）

（ ５,６０４）

１２,６０２ 

（４,３４４）

（５,５４６）

 △ ２０  

（  ４６） 

（△ ５８） 

△  ０.２ 

（  １.１）

（△ １.０）

電 灯 電 力 計 １８,７１６ １８,８５９ １４３   ０.８ 

融  通  等 １,３６３ ３,２８８   １,９２５   １４１.３ 

総 販 売 電 力 量 ２０,０７９ ２２,１４７   ２,０６８   １０.３ 

 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 
 
２．電 力 供 給 

伊方発電所３号機が８月に再稼働したことから、原子力発電電力量は、２９億６５百万kWhと

なりました。また、新エネ発受電電力量は、前年同期に比べ ２５.５％増の ２０億９３百万kWh

となりました。 

一方、水力発受電電力量は、前年同期に比べ ３.０％減の ２９億６２百万kWhとなりました。 

この結果、火力発受電電力量は、前年同期に比べ ６.５％減の １６３億６５百万 kWh となり

ました。 

(単位：百万kWh、％)

 27年度第3四半期 

(27/4～27/12) 

（Ａ） 

28年度第3四半期

(28/4～28/12) 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率  117.9%  113.3%  △ 4.6%   

水   力 ３,０５４ ２,９６２  △   ９２  △   ３.０ 

伊方3号利用率  －  50.5%  50.5%   

原 子 力 －  ２,９６５  ２,９６５  －  

火   力 １７,５０４ １６,３６５ △１,１３９  △  ６.５ 

（石   炭） （１２,１７７） （１１,７２６） （△  ４５１） （△  ３.７）

（Ｌ  Ｎ  Ｇ） （  １,４５９） （ １,３０４） （△  １５５） （△ １０.７）

（石 油 ほ か） （ ３,８６８） （ ３,３３５） （△   ５３３） （△ １３.８）

新 エ ネ １,６６８ ２,０９３ ４２５  ２５.５ 
 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 
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３．収   支 

営業収益(売上高)は、燃料価格の低下に伴う燃料費調整額の減はありましたが、総販売電力量が
増加したほか、再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく賦課金や費用負担調整機関からの交
付金の増加などにより、前年同期に比べ ２１１億円(4.4％)増収の ４,９７０億円となりました。 

営業費用は、伊方３号機の再稼働や燃料価格の低下により需給関連費(燃料費＋購入電力料)は減
少しましたが、退職給付に係る数理計算上の差異の償却や減価償却費、修繕費などが増加したこと
から、前年同期に比べ ３１５億円(7.0％)増加の ４,８２７億円となりました。 

この結果、営業利益は、１０４億円減益の １４２億円、経常利益は、１２４億円減益の     
１０８億円、また、親会社株主に帰属する純利益は、７７億円減益の ６９億円となりました。 

 (単位：億円、％)

 27年度第3四半期
(27/4～27/12) 
（Ａ） 

28年度第3四半期
(28/4～28/12) 
（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業

電灯電力収入 3,553 3,438 △115 △ 3.2 

融通収入ほか 667 952 285 42.7 

小  計 4,220 4,390 170 4.0 

そ の 他 事 業 538 579 41 7.6 

合    計 [4,323]  4,759 [4,470]  4,970 [  147]   211 [   3.4]    4.4 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 367 531 164 44.5 

需
給
関
連
費

燃 料 費 719 501 △218 △30.2 

購入電力料 1,132 1,162 30 2.7 

小  計 1,851 1,664 △187 △10.1 

減 価 償 却 費 409 441 32 7.7 

修 繕 費 392 425 33 8.6 

原子力バックエンド費用 45 78 33 71.7 

そ の 他 費 用 973 1,156 183 18.8 

小  計 4,040 4,298 258 6.4 

そ の 他 事 業 472 529 57 12.2 

合    計 [4,137]  4,512 [4,378]  4,827 [  241]   315 [  5.8]    7.0 

営 業 利 益 [  186]    246 [   92]    142 [△ 94] △104 [△50.6] △42.4 

 支 払 利 息 ほ か 14 34  20 138.8 

経 常 利 益 [ 186]    232 [   86]    108 [△100] △124 [△53.6] △53.5 

 渇水準備金引当 20        3 △ 17 △82.8 

 法 人 税 ほ か 65 35 △ 30 △45.9 

親会社株主に帰属する 
純 利 益 [  121]    146 [   63]     69 [△ 58] △ 77 [△48.1] △52.7 

(注)１．連結決算の対象会社 
・連結子会社（９社）：ＳＴＮｅｔ、四国計測工業、四電エンジニアリング、四電技術コンサルタント、坂出ＬＮＧ、       
四電ビジネス、四電エナジーサービス、SEP International Netherlands B.V.、四国総合研究所 
・持分法適用会社（１社）：四電工 

２．[ ]内は、四国電力単独決算値。なお、｢親会社株主に帰属する純利益｣欄の［ ］内は、四国電力単独決算値の｢四半期    
純利益｣を表示している。 

〈参考〉燃料価格の諸元 

石炭ＣＩＦ(＄/ t ) 77 75 △  2 

原油ＣＩＦ(＄/ b ) 55 45 △ 10 

為替レート(円/＄) 122 107 △ 15 

以 上 


